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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第53期
第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （千円） 15,476,435 16,371,465 21,274,867

経常利益 （千円） 504,835 677,258 778,064

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（千円） 296,060 348,958 471,860

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 404,200 1,080,028 557,479

純資産額 （千円） 19,405,005 20,373,592 19,544,678

総資産額 （千円） 27,001,325 30,248,076 26,354,788

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

（円） 28.04 32.92 44.67

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 71.7 67.4 74.2
 

 

回次
第53期
第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.11 12.34
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国における政策運営の不透明感や欧州における政治動向の

不安定感に加え、北朝鮮による地政学的リスクの一層の拡大もある一方で、国内においては、省力化のための設備

投資や、東京オリンピック関連の投資、インバウンド消費の持ち直しなどもあり、いざなぎ景気を抜き戦後２番目

に長い拡張局面となるなど、改善基調が続きました。

　当警備業界におきましては、刑法犯認知件数が年々減少している一方で、高齢者を狙った特殊詐欺などの、より

生活に身近な犯罪が増加していることから、これらへの予防安全のための対応が求められております。

　このような状況の中、当社グループは特殊詐欺被害防止のため、前年度より行っている「振り込め詐欺未然防止

活動」を継続実施し、被害の未然防止に努めてまいりました。また高齢者向けサービスとして「みまもり安心コー

ル」や「空き家等対策の推進に関する特別措置法」への対策サービスとして「空き家・留守宅管理サービス」の取

り扱いを開始するなど、時代のニーズに合致したサービス拡充に取り組んでまいりました。

 また兵庫県にある施設警備に強みのある警備会社へ出資を行うなど、警備事業の一層の拡大を目的とするＭ＆Ａ

へも積極的に取り組んでまいりました。

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、前年度Ｍ＆Ａにて事業譲受した警備事業の寄与や、

グループ会社におけるビル管理事業が前年度の不調を脱し、堅調であったことから、前年同期比増収となりまし

た。また営業利益、経常利益については、特にビル管理事業において継続的な値上げ交渉、人員配置の効率化など

により、人件費等の上昇を吸収したことから、前年同期比増益となりました。

その結果、当第3四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、16,371百万円（前年同四半期比5.8％

増）となり、第3四半期累計期間における過去最高売上を更新いたしました。

利益面では、営業利益は、590百万円（前年同四半期比44.8％増）、経常利益は、677百万円（前年同四半期比

34.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、348百万円（前年同四半期比17.9％増）といずれも増益となり

ました。

 
セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（警備事業）

警備事業につきましては、前年度末のＭ＆Ａや大型案件の業務開始により、機械警備・施設警備が大幅な増収と

なった他、ＡＴＭ管理業務も堅調に推移いたしました結果、売上高（セグメント間の内部売上高は除く）は、

12,048百万円（前年同四半期比5.8％増）となりました。損益面では、人件費や外注費の増加があったものの、業務

全般にわたる効率化に取り組みました結果、セグメント利益（営業利益）は、406百万円（前年同四半期比15.3％

増）となりました。

（ビル管理事業）

ビル管理事業につきましては、グループ一体となった営業活動と、大口案件の成約などもあり、売上高（セグメ

ント間の内部売上高は除く）は、4,178百万円（前年同四半期比6.1％増）となりました。損益面では、グループ各

社で前年より取り組んでまいりました効率化や、値上げ交渉などが奏功し、セグメント利益（営業利益）は98百万

円（前年同四半期 セグメント損失（営業損失）△45百万円）となりました。
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（不動産事業）

不動産事業につきましては、収益物件からの安定的な収入があったものの、手数料収入が低調であったことか

ら、売上高（セグメント間の内部売上高は除く）は、144百万円（前年同四半期比1.2％減）となりました。セグメ

ント利益（営業利益）は71百万円（前年同四半期比10.6％減）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、30,248百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,893百万円増加しまし

た。

　流動資産は、16,352百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,867百万円増加しました。

その主な要因は、現金及び預金が318百万円、ＡＴＭ管理業務に係る受託現預金が2,786百万円増加しましたが、

一方で受取手形及び売掛金が122百万円減少したこと等によるものです。

固定資産は、13,895百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,025百万円増加しました。

その主な要因は、投資有価証券が1,136百万円増加しましたが、一方でのれんが114百万円減少したこと等による

ものです。

（負債）

負債は、9,874百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,064百万円増加しました。

　流動負債は5,932百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,763百万円増加しました。

　その主な要因は、短期借入金が1,000百万円、ＡＴＭ管理業務に係る預り金が1,986百万円増加しましたが、一方

で、買掛金が105百万円、賞与引当金が213百万円、未払法人税が58百万円等がそれぞれ減少したことによるもので

す。

　固定負債は、3,942百万円となり、前連結会計年度末に比べ300百万円増加しました。

　その主な要因は、繰延税金負債が317百万円増加したことによるものです。

（純資産）

純資産合計は、20,373百万円となり、前連結会計年度末に比べ828百万円増加しました。

　自己資本比率は前連結会計年度末に比べ6.8ポイント減少の67.4％となりました。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は定めておりません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,800,000

計 20,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,440,000 11,440,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
100株であります。

計 11,440,000 11,440,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

─ 11,440,000 ─ 4,618,000 ─ 8,310,580
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 810,400
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,624,100
 

 

106,241 ―

単元未満株式 普通株式 5,500
 

 

― ―

発行済株式総数 11,440,000 ― ―

総株主の議決権 ―  ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式49株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋テック株式会社

大阪市浪速区桜川一丁目
７番18号

810,400 ─ 810,400 7.08

計 ― 810,400 ─ 810,400 7.08
 

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表に自己株式として認識している従業員持株会支援信託（ＥＳＯＰ信託口）が

所有する当社普通株式が12,700株あります。

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,241,710 6,560,522

  受託現預金 ※1  4,489,917 ※1  7,276,800

  受取手形及び売掛金 1,865,216 1,742,889

  商品 14,488 9,049

  貯蔵品 346,558 365,927

  繰延税金資産 212,412 127,589

  その他 318,333 271,837

  貸倒引当金 △3,975 △2,069

  流動資産合計 13,484,660 16,352,547

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 866,399 833,637

   機械装置及び運搬具（純額） 1,868,138 1,796,530

   土地 3,840,816 3,840,816

   建設仮勘定 12,695 82,974

   その他（純額） 594,990 599,338

   有形固定資産合計 7,183,039 7,153,296

  無形固定資産   

   ソフトウエア 352,923 333,236

   のれん 486,783 372,557

   その他 68,497 71,697

   無形固定資産合計 908,205 777,491

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,955,950 5,092,586

   繰延税金資産 73,051 73,188

   退職給付に係る資産 300,457 321,975

   その他 454,497 482,074

   貸倒引当金 △5,073 △5,084

   投資その他の資産合計 4,778,883 5,964,740

  固定資産合計 12,870,127 13,895,528

 資産合計 26,354,788 30,248,076
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 339,718 234,639

  短期借入金 - 1,000,000

  1年内返済予定の長期借入金 - 30,085

  リース債務 - 2,915

  未払法人税等 136,365 78,300

  預り金 579,440 2,666,374

  賞与引当金 455,825 242,247

  役員賞与引当金 42,230 25,658

  その他 1,615,006 1,652,225

  流動負債合計 3,168,587 5,932,444

 固定負債   

  長期借入金 2,055,005 2,000,000

  リース債務 - 28,424

  繰延税金負債 258,197 576,082

  厚生年金基金解散損失引当金 795,721 795,721

  退職給付に係る負債 285,062 299,380

  その他 247,536 242,430

  固定負債合計 3,641,522 3,942,038

 負債合計 6,810,110 9,874,483

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,618,000 4,618,000

  資本剰余金 8,397,250 8,397,250

  利益剰余金 7,033,214 7,089,859

  自己株式 △557,161 △515,962

  株主資本合計 19,491,303 19,589,147

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,385,447 2,126,129

  土地再評価差額金 △1,362,016 △1,362,016

  退職給付に係る調整累計額 29,943 20,331

  その他の包括利益累計額合計 53,375 784,445

 純資産合計 19,544,678 20,373,592

負債純資産合計 26,354,788 30,248,076
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 15,476,435 16,371,465

売上原価 12,101,581 12,791,663

売上総利益 3,374,853 3,579,801

販売費及び一般管理費 2,966,998 2,989,348

営業利益 407,854 590,452

営業外収益   

 受取利息 1,273 646

 受取配当金 69,076 72,694

 その他 48,899 49,370

 営業外収益合計 119,248 122,710

営業外費用   

 支払利息 5,299 13,264

 和解金 － 8,876

 その他 16,967 13,763

 営業外費用合計 22,267 35,904

経常利益 504,835 677,258

特別利益   

 固定資産売却益 84 －

 訴訟損失引当金戻入額 31,993 －

 特別利益合計 32,078 －

特別損失   

 固定資産除却損 29,834 57,983

 ゴルフ会員権評価損 － 3,292

 特別損失合計 29,834 61,276

税金等調整前四半期純利益 507,079 615,982

法人税、住民税及び事業税 71,032 151,662

法人税等調整額 139,585 115,362

法人税等合計 210,617 267,024

四半期純利益 296,461 348,958

非支配株主に帰属する四半期純利益 401 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 296,060 348,958
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 296,461 348,958

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 117,718 740,682

 退職給付に係る調整額 △9,979 △9,612

 その他の包括利益合計 107,738 731,070

四半期包括利益 404,200 1,080,028

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 403,799 1,080,028

 非支配株主に係る四半期包括利益 401 －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

　該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

　　　従業員持株会支援信託口における会計処理について

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

平成27年２月導入の従業員持株会支援信託

①取引の概要

当社は、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。）に対する中長期的な当社企業価

値向上へのインセンティブ付与及び福利厚生制度の充実等により当社の恒常的な発展を促すことを目的とし

て、従業員持株会支援信託（以下、「ＥＳＯＰ信託」という。）を平成27年２月に導入いたしました。

　当社が当社持株会に加入する従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信

託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の株式を予め定める取得期間内に取得いたします。そ

の後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。当該信託は、保有する当社株式の議

決権を当社持株会の議決権割合に応じて行使いたします。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。

　自己株式の帳簿価額及び株式数

　　前連結会計年度　　　　　　　　 56,112千円、 48,000株

　　当第３四半期連結会計期間　　　 14,846千円、 12,700株

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度　　　　 　　 　 55,005千円

　　当第３四半期連結会計期間 　 　 30,085千円

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　ＡＴＭ管理業務において、金融機関等から管理を委託されたＣＤ／ＡＴＭ機に使用するための現金及び預金であ

ります。

　

　２　偶発債務

　　　当社は、平成27年２月13日付で大阪地方裁判所において、従業員及び退職者の一部より未払賃金等として52,821

千円及び付加金を請求する旨の訴訟の提起を受けております。当社は、当第３四半期連結累計期間末現在におい

て、当社が債務計上している賃金等に関する債務以外に未払賃金に関する当該債務は存在しないものと認識してお

ります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 600,125千円 627,845千円

のれんの償却額 53,624千円 91,764千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日
定時株主総会

普通株式
（注１）
212,593

20.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金

平成28年11月２日
取締役会

普通株式
(注２）
106,296

10.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金
 

(注）１　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金1,802千円を含めております。

２　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金689千円を含めております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日
定時株主総会

普通株式
（注１）
159,444

15.00 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金

平成29年11月２日
取締役会

普通株式
(注２）
132,869

12.50 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
 

(注）１　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金720千円を含めております。

２　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金331千円を含めております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益計
算書計上額
(注)２警備事業 ビル管理事業 不動産事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 11,391,973 3,938,562 145,899 15,476,435 ― 15,476,435

　セグメント間の内部
売上高又は振替高

30,960 606,856 ― 637,817 △637,817 ―

計 11,422,933 4,545,419 145,899 16,114,252 △637,817 15,476,435

セグメント利益
又は損失（△）

353,035 △45,086 79,911 387,859 19,995 407,854
 

(注)１　セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

重要な変動はありません。　

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益計
算書計上額
(注)２警備事業 ビル管理事業 不動産事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 12,048,936 4,178,387 144,141 16,371,465 ― 16,371,465

　セグメント間の内部
売上高又は振替高

58,852 645,684 ― 704,537 △704,537 ―

計 12,107,788 4,824,071 144,141 17,076,002 △704,537 16,371,465

セグメント利益 406,928 98,154 71,423 576,505 13,947 590,452
 

(注)１　セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

重要な変動はありません。　
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日 （自　平成29年４月１日

至　平成28年12月31日） 至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 28円04銭 32円92銭

（算定上の基礎）   
　親会社株主に帰属する四半期純利益金額 296,060千円 348,958千円

　普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　四半期純利益金額
296,060千円 348,958千円

　普通株式の期中平均株式数 10,557,151株 10,599,512株
 

　　(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２ 株主資本において自己株式として計上されている平成27年２月導入の信託に残存する自社の株式は、

　 １株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており

  ます。

　 １株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第３四半期

　 連結累計期間72,500株、当第３四半期連結累計期間30,056株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第54期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年11月２日開催の取締役会

において、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

　　① 配当金の総額 132,869千円

　　② １株当たりの金額 12円50銭

　　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月４日
 

　　　　　（注）配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金331千円を含めております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成30年２月６日
 

東洋テック株式会社

取締役会 御中
 

 

 有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   村   祥 二 郎   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石　　原　　伸　　一   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋テック株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋テック株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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